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 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい
ては記載しておりません。 

３．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載し
ておりません。  

  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第26期 
第３四半期 
累計期間 

第27期 
第３四半期 
累計期間 

第26期 
第３四半期 
会計期間 

第27期 
第３四半期 
会計期間 

第26期 

会計期間 

自平成20年 
６月１日 
至平成21年 
２月28日 

自平成21年 
６月１日 
至平成22年 
２月28日 

自平成20年 
12月１日 
至平成21年 
２月28日 

自平成21年 
12月１日 
至平成22年 
２月28日 

自平成20年 
６月１日 
至平成21年 
５月31日 

売上高（百万円）  36,209  30,114  9,532  8,214       58,269

経常利益(損失)（百万円）  △437  2,665  △631  837       △37

四半期（当期）純利益(損失) 
（百万円） 

 △223  1,553  △229  516  △215

持分法を適用した場合の投資利益 
（百万円） 

 -  -  -  -       -

資本金（百万円） - -  1,429  1,429  1,429

発行済株式総数（株） - -  240,400  240,400  240,400

純資産額（百万円） - -  13,276  15,383  13,212

総資産額（百万円） - -  42,218  31,236  27,330

１株当たり純資産額（円） - -  57,425.59  63,990.03     57,389.52

１株当たり四半期（当期）純利益
(損失)金額（円） 

 △942.89  6,728.54  △990.90  2,221.23         △915.46

潜在株式調整後１株当たり四半期 
（当期）純利益金額（円） 

 －  －  －  －  -

１株当たり配当額（円）  1,000.00  500.00  -  -         1,000.00

自己資本比率（％） - -  31.4  49.2  48.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △1,303  △2,638 - -  13,565

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △979  △323 - -  △1,005

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 5,920  3,730 - -      △8,344

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円） 

- -  4,072  5,416  4,649

従業員数（人） - -  334  306  325
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当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。  

   

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数であり、社外から当社への派遣者が含まれております。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

  平成22年２月28日現在

従業員数（人） 306   
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(1）生産実績 
 当第３四半期会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2）受注実績 
 当社は見込生産を行なっているため、該当事項はありません。 

  
(3）販売実績 
 当第３四半期会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

事業部門別 品目 

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

   
  前年同四半期比  

（％） 

件数（棟） 金額（百万円）   

不動産分譲 
戸建分譲  382  11,507  △13.5

マンション  －  －  －

合計  382  11,507  △13.5

事業部門別 品目 

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

  
  前年同四半期比  

（％）  

件数 金額（百万円）   

不動産分譲 

戸建分譲  268  7,882  △15.4

宅地分譲  10  315  123.8

マンション  －  －  －

小計  278  8,198  △13.3

その他 

請負工事  －  －  －

賃貸  －  0  △46.7

その他  －  15  △47.7

 小計  －  16  △79.2

合計  278  8,214  △13.8
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不動産分譲事業（戸建分譲・宅地分譲）の地域別販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．件数欄については、戸建分譲及び宅地分譲の棟数及び区画数を表示しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．当社の売上高は、第４四半期会計期間に集中し著しく増加する傾向があります。このため、各四半期会計期
間の業績に季節的変動があります。 

  

当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
なお、当社は、特定の銀行と締結する当座貸越契約の誓約事項として、年次決算において経常損益黒字の維持を
定めています。 
前事業年度において経常赤字となったことに伴い貸主の要請により期限の利益を喪失する可能性がある借入が生
じましたが、当社は自発的に平成21年10月６日に手許資金により全額返済いたしました。  

  

当第３四半期会計期間において、新たな経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

地域 

  
当第３四半期会計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日）  

  

前年同四半期比 
（％）  

件数 金額（百万円） 

東京都  64  2,139  △20.9

埼玉県  83  2,493  △10.0

神奈川県  32  1,042  △24.4

千葉県  56  1,340  △38.3

愛知県   28  818  215.2

宮城県   15  364  174.6

合計  278  8,198  △13.3

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 
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（１）業績の状況  
当第３四半期会計期間(平成21年12月１日～平成22年２月28日)におけるわが国経済は、一昨年秋以降の米国金
融危機に端を発した世界同時不況が、国内外政府の景気刺激策の効果等が一部で表れ、輸出関連産業を中心に業
績回復がみられるようになりました。  
一方、家電エコポイントやエコカー減税等により一部で消費が刺激されましたが、依然としてデフレ圧力が増
し雇用環境の悪化等総じて厳しい状況で推移いたしました。 
当不動産業界におきましても、平成21年新設住宅着工戸数が年間80万戸割れになる等全体的には不況感が払拭
できない環境下ではありましたが、「住宅版エコポイント制度」等政府による緊急経済対策への期待が高まり、
徐々ではありますが回復の兆しが窺えるようになりました。 
このような状況下、当社は、「より良いものを、より安く、より早く」の信念のもと、徹底した原価管理と品
質向上に努め、良質な戸建分譲住宅を提供してまいりました。 
また、「量の追求から質への追求」への政策転換を行い、徹底した原価管理の効果が表れ、相応の利益水準を
確保することができました。  
この結果、当第３四半期会計期間の売上高は、8,214百万円(前年同会計期間比13.8%減)となりました。営業利
益は870百万円(前年同会計期間は営業損失538百万円)、経常利益は837百万円(前年同会計期間は経常損失631百
万円)、四半期純利益は516百万円(前年同会計期間は四半期純損失229百万円)となりました。 
なお、事業部門別の状況については、本業である不動産分譲事業の売上高が8,198百万円で売上高構成比
99.8%、その他事業の売上高が16百万円で売上高構成比0.2%となっております。 
当第３四半期累計期間においては、政府による緊急経済対策等の効果により住宅購入への潜在需要が掘り起こ
されたことや原価管理の徹底等も相俟って、相応の利益水準が確保されました。 
しかしながら、今後の経済見通しは未だ不透明感が強く、デフレ経済の歯止めには当面時間を要するものと考
えられ、引き続き事業環境は厳しいものと思われますが、当社のポリシーである「家賃並みで購入できるマイホ
ーム」を目指し、良質で低価格の住宅を提供するとともに、「質への追求」を推進し企業体力強化に努めてまい
ります。 

  
（２）財政状態の状況  

当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ3,905百万円増加し、31,236百万円となりま
した。 
これは、来期に向けたたな卸資産の積み増しが主因であります。 
当第３四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ1,735百万円増加し、15,853百万円となり
ました。 
これは、たな卸資産増加等に伴う短期借入金の増加が主因であります。 
当第３四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ2,170百万円増加し、15,383百万円とな
りました。 
これは、四半期純利益の計上による利益剰余金の増加及び自己株式処分差益の計上による資本剰余金の増加が
主因であります。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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（３）キャッシュ・フローの状況  
当第３四半期会計期間末における「現金及び現金同等物」(以下、「資金」という。)は、主に財務活動での獲
得により第２四半期会計期間末から1,806百万円増加して5,416百万円となりました。 
当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因等については、次のとおりであり
ます。 
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
当第３四半期会計期間における営業活動の結果、使用した資金は4,941百万円(前年同期は2,320百万円の使用)
であります。 
これは、たな卸資産の増加が主因であります。 
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
当第３四半期会計期間における投資活動の結果、使用した資金は9百万円(前年同期は5百万円の使用)でありま
す。 
これは、投資有価証券の取得による支出等が主因であります。 
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
当第３四半期会計期間における財務活動の結果、獲得した資金は6,756百万円(前年同期は4,570百万円の獲得)
であります。 
これは、たな卸資産増加等に伴う短期借入金の純増加及び自己株式の処分による収入が主因であります。  

  
（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  
（５）研究開発活動 

特記すべき事項はありません。 
   

8915/2010年-7-



(1）主要な設備の状況 
当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい
て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画もあ
りません。 

  

第３【設備の状況】 
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①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ
ん。  

  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  432,000

計  432,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年２月28日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年４月13日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  240,400  240,400
東京証券取引所 
市場第一部 

当社は単元株制度は採
用しておりません。 

計  240,400  240,400 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年12月1日～ 
平成22年2月28日 

－  240,400 －  1,429 －  1,493

（５）【大株主の状況】 

8915/2010年-9-



当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた
め、記載することができないことから、直前の基準日(平成21年11月30日)に基づく株主名簿による記載をし
ております。  

①【発行済株式】 

(注)  完全議決権株式(その他)の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2株含まれております。  
また、議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれております。 

  
  

②【自己株式等】 

(注) 平成22年２月28日現在、自己名義自己株式は所有しておりません。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。  
   

（６）【議決権の状況】 

  平成21年11月30日現在

 区分  株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

 無議決権株式 － － － 

 議決権制限株式(自己株式等) － － － 

 議決権制限株式(その他) － － － 

 完全議決権株式(自己株式等) 
 (自己保有株式) 

 普通株式      10,178
－ － 

 完全議決権株式(その他)  普通株式         230,222  230,222 － 

 単元未満株式 － － － 

 発行済株式総数                  240,400 － － 

 総株主の議決権 －  230,222 － 

  平成21年11月30日現在

所有者の氏名又は名
称 所有者の住所 自己名義所有

株式数(株) 
他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数の
合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(%) 

タクトホーム株式会社 
東京都西東京市東伏 
見三丁目6番19号 

 10,178  －  10,178  4.23

計 －  10,178  －  10,178  4.23

２【株価の推移】 

月別 平成21年 
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 平成22年 

1月  2月 

最高（円）  40,200  49,000  67,400  81,400  97,500  100,000  89,000  90,700  77,400

最低（円）  21,000  30,600  50,000  56,000  61,900  65,300  71,500  72,600  63,600
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前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

３【役員の状況】 
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１．四半期財務諸表の作成方法について 
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
なお、前第３四半期会計期間（平成20年12月１日から平成21年２月28日まで）及び前第３四半期累計期間（平成

20年６月１日から平成21年２月28日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平
成21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年６月１日から平成22年２月28日ま
で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成20年12月１日から平成
21年２月28日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年６月１日から平成21年２月28日まで）に係る四半期財務諸
表並びに当第３四半期会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21
年６月１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビ
ューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 
当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
  

第５【経理の状況】 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年２月28日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成21年５月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 5,416 4,649 
販売用不動産 ※1  2,940 ※1  6,866 

仕掛販売用不動産 ※1  15,299 ※1  9,099 

未成工事支出金 1,938 1,658 
前渡金 207 20 
前払費用 ※3  20 ※3  21 

繰延税金資産 103 103 
その他 66 116 
流動資産合計 25,992 22,535 

固定資産   
有形固定資産   
建物 2,057 2,065 
減価償却累計額 △334 △261 

建物（純額） ※1  1,723 ※1  1,804 

工具、器具及び備品 169 170 
減価償却累計額 △115 △102 

工具、器具及び備品（純額） 54 68 
土地 ※1  2,248 ※1  2,248 

有形固定資産合計 4,025 4,120 
無形固定資産   
ソフトウエア 235 37 
電話加入権 2 2 
無形固定資産合計 238 40 

投資その他の資産   
投資有価証券 480 127 
出資金 4 4 
関係会社出資金 102 102 
長期前払費用 4 7 
繰延税金資産 218 218 
その他 168 173 
投資その他の資産合計 979 634 

固定資産合計 5,243 4,795 

資産合計 31,236 27,330 
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（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年２月28日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成21年５月31日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形 － 3,006 
営業未払金 2,369 2,185 
短期借入金 ※1,※2,※3  9,372 ※1,※2,※3  5,459 

1年内返済予定の長期借入金 ※1  718 738 
未払金 98 129 
未払費用 ※3  147 ※3  88 

未払法人税等 1,118 18 
前受金 255 185 
預り金 76 68 
賞与引当金 71 － 
その他 13 139 
流動負債合計 14,242 12,019 

固定負債   
長期借入金 ※1  862 1,360 
退職給付引当金 205 175 
役員退職慰労引当金 215 200 
保証工事引当金 300 328 
その他 26 33 
固定負債合計 1,611 2,098 

負債合計 15,853 14,118 
純資産の部   
株主資本   
資本金 1,429 1,429 
資本剰余金 1,937 1,493 
利益剰余金 12,033 10,594 
自己株式 － △246 

株主資本合計 15,399 13,269 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 △16 △57 

評価・換算差額等合計 △16 △57 

純資産合計 15,383 13,212 

負債純資産合計 31,236 27,330 
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（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年２月28日) 

売上高 ※3  36,209 ※3  30,114 

売上原価 33,246 24,795 
売上総利益 2,963 5,319 
販売費及び一般管理費 ※1  3,168 ※1  2,598 

営業利益又は営業損失（△） △205 2,721 

営業外収益   
受取利息 0 0 
受取配当金 2 2 
雑収入 13 7 
営業外収益合計 16 11 

営業外費用   
支払利息 205 61 
社債利息 13 － 
雑損失 28 5 
営業外費用合計 247 66 

経常利益又は経常損失（△） △437 2,665 

特別利益   
退職給付制度終了益 10 － 

特別利益合計 10 － 

特別損失   
過年度退職給付費用 85 － 
投資有価証券評価損 81 － 
固定資産除却損 － 6 
店舗閉鎖損失 － 4 
特別損失合計 167 10 

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △594 2,654 

法人税等 ※2  △370 ※2  1,100 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △223 1,553 
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【第３四半期会計期間】 
（単位：百万円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年２月28日) 

売上高 ※3  9,532 ※3  8,214 

売上原価 9,130 6,497 
売上総利益 402 1,716 
販売費及び一般管理費 ※1  940 ※1  846 

営業利益又は営業損失（△） △538 870 

営業外収益   
受取利息 0 0 
受取配当金 0 0 
雑収入 0 2 
営業外収益合計 1 3 

営業外費用   
支払利息 66 30 
社債利息 1 － 
雑損失 25 5 
営業外費用合計 93 36 

経常利益又は経常損失（△） △631 837 

特別利益   
退職給付制度終了益 10 － 

特別利益合計 10 － 

特別損失   
投資有価証券評価損 10 － 
固定資産除却損 － 0 
店舗閉鎖損失 － 0 
特別損失合計 10 0 

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △631 837 

法人税等 ※2  △401 ※2  320 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △229 516 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△） △594 2,654 

減価償却費 94 132 
賞与引当金の増減額（△は減少） △108 71 
退職給付引当金の増減額（△は減少） 83 30 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 19 14 
保証工事引当金の増減額（△は減少） 63 △27 
受取利息及び受取配当金 △3 △3 
支払利息 219 61 
投資有価証券評価損益（△は益） 81 － 
有形固定資産除却損 － 6 
たな卸資産の増減額（△は増加） 1,808 △2,553 
前渡金の増減額（△は増加） 102 △186 
その他の資産の増減額（△は増加） 79 70 
仕入債務の増減額（△は減少） △2,472 △2,823 
前受金の増減額（△は減少） 96 69 
その他の負債の増減額（△は減少） △54 △88 

小計 △584 △2,571 

利息及び配当金の受取額 3 4 
利息の支払額 △232 △61 
法人税等の支払額 △489 △9 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,303 △2,638 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出 △8 △9 
出資金の払込による支出 △0 － 
投資有価証券の取得による支出 － △312 
有形固定資産の取得による支出 △965 － 
無形固定資産の取得による支出 △5 △2 

投資活動によるキャッシュ・フロー △979 △323 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） 8,184 3,913 
長期借入れによる収入 1,022 － 
長期借入金の返済による支出 △461 △517 
社債の償還による支出 △2,000 － 
ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △241 
自己株式の取得による支出 △231 － 
自己株式の処分による収入 － 690 
配当金の支払額 △592 △115 

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,920 3,730 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,637 767 
現金及び現金同等物の期首残高 434 4,649 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,072 ※  5,416 
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該当事項はありません。 

  

                                                      

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

【表示方法の変更】 

  当第３四半期会計期間 
（自 平成21年12月１日 

    至 平成22年２月28日）  

（四半期貸借対照表関係） 
前第３四半期会計期間において独立掲記しておりました「前受収益」（当第３四半期会計期間０百万円）は、金額が僅
少であるため当第３四半期会計期間においては流動負債「その他」に含めて表示しております。 
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【簡便な会計処理】 

  
当第３四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成22年２月28日） 

１．法人税等並びに繰延税金資産及び繰
延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境
等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に
は、前事業年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニング
を利用する方法によっており、前事業年度末以降に経営環境等に著しい変化
があるか、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合に
は、前事業年度末において使用した将来の業績予想やタックス・プランニン
グに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっておりま
す。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期
間按分して算定する方法によっております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第３四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成22年２月28日） 

１．税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純
利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期
純利益(累計期間)に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっておりま
す。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 
（四半期貸借対照表関係） 

当第３四半期会計期間末 
（平成22年２月28日） 

前事業年度末 
（平成21年５月31日） 

※1  担保に供している資産及びこれに対応する債務は、
次のとおりであります。 

 (1) 担保権が設定されている資産 
販売用不動産 百万円284
仕掛販売用不動産 百万円8,201

計 百万円8,486

※1  担保に供している資産及びこれに対応する債務は、
次のとおりであります。 

 (1) 担保権が設定されている資産 
販売用不動産 510百万円 
仕掛販売用不動産 3,770百万円 

計 4,281百万円 

 (2) 上記に対応する債務 
短期借入金 百万円6,680

計 百万円6,680

(2) 上記に対応する債務 

  

短期借入金  百万円3,597

計  百万円3,597

 (3)                    － 
  

  
   

(3) 担保権の設定が留保されている資産 
販売用不動産 百万円360
仕掛販売用不動産 百万円530

計 百万円891

 (4)           － (4) 上記に対応する債務 

  

  

短期借入金 百万円797

計 百万円797

上記以外に、販売用不動産 百万円及び仕掛販売
用不動産 百万円並びに土地 百万円及び建物
百万円については、銀行取引に係る根抵当権(極

度額 百万円)が、土地 百万円及び建物
百万円については、長期借入金(残 百万円)

及び1年内返済予定の長期借入金(残 百万円)に対
する担保として抵当権が設定されております。 

313
661 893

483
4,000 1,354

1,194 622
338

上記以外に、販売用不動産997百万円及び仕掛販売
用不動産1,198百万円並びに土地845百万円及び建物
499百万円については、銀行取引に係る根抵当権(極
度4,000百万円)が設定されております。 

  

※2  当社では、土地仕入資金の効率的な調達として、取
引銀行5行と当座貸越契約を締結しております。 
これらの契約に基づく当四半期会計期間末の借入未
実行残高は次のとおりであります。 

※2  当社では、土地仕入資金の効率的な調達として、取
引銀行7行と当座貸越契約を締結しております。 
これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残
高は次のとおりであります。 

  

当座貸越極度額 百万円16,100
借入実行残高 百万円5,496

差引額 百万円10,603

(当座貸越契約) 
当事業年度において、経常損益が赤字となったこと
に伴い、当座貸越契約で定める条項に反し、貸主の
要請により期限の利益を喪失する可能性がある該当
銀行借入金が平成21年8月24日現在100百万円ありま
すが、当社は、銀行の要請に対応できる十分な手許
資金を運用・保有しており、資金繰り・財務状態に
大きな影響はありません。 

当座貸越極度額 百万円18,300
借入実行残高 百万円3,940

差引額 百万円14,360

※3  関係会社項目 
関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された
ものの他次のものがあります。 

※3  関係会社項目 
関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された
ものの他次のものがあります。 

前払費用 百万円1
未払費用 百万円0
短期借入金 百万円2,073

前払費用 百万円0
未払費用 百万円1
短期借入金 百万円1,023
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（四半期損益計算書関係） 

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成22年２月28日） 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、
次のとおりであります。 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、
次のとおりであります。 

販売手数料 百万円821

給与手当 百万円737

販売手数料 百万円782

給与手当 百万円589

※2 法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま
す。 

※2                    同左 

※3 当社の売上高は、第４四半期会計期間に集中し著しく
増加する傾向があります。このため、各四半期会計期間
の業績に季節的変動があります。 

※3           同左 

前第３四半期会計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、
次のとおりであります。 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、
次のとおりであります。 

販売手数料 百万円222

給与手当 百万円224

販売手数料 百万円217

給与手当 百万円210

※2 法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま
す。 

※2           同左 

※3 当社の売上高は、第４四半期会計期間に集中し著しく
増加する傾向があります。このため、各四半期会計期間
の業績に季節的変動があります。 

※3           同左 
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当第３四半期会計期間末（平成22年２月28日）及び当第３四半期累計期間（自 平成21年６月１日 至 平成22
年２月28日）  
１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式      株 
  
２．自己株式の種類及び株式数 
 該当事項はありません。 

  
３．新株予約権等に関する事項 
  該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 
(1)配当金支払額 

  
(2)基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後とな
るもの 

   該当事項はありません。  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成22年２月28日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成21年２月28日現在) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年２月28日現在) 

  

現金及び預金勘定 百万円4,095
預金期間が3ヶ月を超える定期積金 百万円△23

現金及び現金同等物 百万円4,072   

現金及び預金勘定 百万円5,416

現金及び現金同等物 百万円5,416

（株主資本等関係） 

240,400

(決 議) 株式の種類 配当金の総額 (百万円) 
1株当たり配
当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年１月12日 
取締役会 

普通株式  115  500
平成21年 
11月30日 

平成22年 
2月8日 

利益剰余金 
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当第３四半期会計期間末(平成22年２月28日)  
該当事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間末(平成22年２月28日) 
該当事項はありません。 

  

前第３四半期累計期間（自 平成20年6月1日 至 平成21年2月28日）及び当第３四半期累計期間（自 平成21
年6月1日 至 平成22年2月28日） 
該当事項はありません。 
  
前第３四半期会計期間（自 平成20年12月1日 至 平成21年2月28日）及び当第３四半期会計期間（自 平成21
年12月1日 至 平成22年2月28日） 
該当事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日） 
 該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

  
２．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注）1.潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ
ん。  
2.1株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

（ストック・オプション等関係） 

（１株当たり情報） 

当第３四半期会計期間末 
（平成22年２月28日） 

前事業年度末 
（平成21年５月31日） 

１株当たり純資産額 63,990.03円 １株当たり純資産額 57,389.52円

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成22年２月28日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △942.89円 １株当たり四半期純利益金額 6,728.54円

  
前第３四半期累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成22年２月28日） 

四半期純利益又は四半期純損失(△)（百万円）  △223  1,553
普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△) 
（百万円） 

 △223  1,553

期中平均株式数（千株）  236  230
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 （注）1.潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ
ん。  
2.1株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

平成22年１月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 
(イ) 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・115百万円 
(ロ) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・500円00銭 
(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・平成22年２月８日  
(注) 平成21年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。 

  

前第３四半期会計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △990.90円 １株当たり四半期純利益金額 2,221.23円

  
前第３四半期会計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  △229  516
普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△) 
（百万円） 

 △229  516

期中平均株式数（千株）  232  232

（重要な後発事象） 

２【その他】 
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 該当事項はありません。 
  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年４月13日

タクトホーム株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 戸田  彰     印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 北澄  裕和  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタクトホーム株

式会社の平成20年６月１日から平成21年５月31日までの第26期事業年度の第３四半期会計期間（平成20年12月１日から平

成21年２月28日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年６月１日から平成21年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、タクトホーム株式会社の平成21年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 

          2.四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年４月13日

タクトホーム株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 戸田  彰     印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 北澄  裕和  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタクトホーム株

式会社の平成21年６月１日から平成22年５月31日までの第27期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年12月１日から平

成22年２月28日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年６月１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、タクトホーム株式会社の平成22年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 

          2.四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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